
ファクタリング会社による債権（手形）保証例
以下の条件で支払い期日まで90日間の支払い保証を受ける場合
（例）債権額1,000万円・保証料率年率6%・利用料率年率1%

●利用料の計算

※助成料率は保証料率（この例の場合6%）に3分の2を乗じた値となります。ただし、助成料率の上限は年率３%です。

額面（1,000万円）×利用料率（1%)×　　　　  = ２.５万円

●合計
利用料2.5 万円＋保証料 ７.４万円＝ ９.９万円

９.９万円を支払うことで保有債権が保全されます！

90日
365日

●保証料の計算
保証料総額：額面（1,000万円）×保証料率（6%)×　　　　  =14.8 万円

助成部分：額面（1,000万円）×助成料率（３％※）×　　　　  = ７．４万円

差引保証料：14.8 万円－ ７.４万円＝ ７.４万円

90日
365日
90日
365日

チェックリストの全ての項目に該当

ファクタリング会社への申込・契約の締結

ファクタリング会社より保証金を受領

内容に不明な点がある場合は、ファクタリング会社にお問い合わせください。

ファクタリング会社に保有債権の保証を受けることが可能か相談
下請建設企業ごと、元請建設企業ごとに保証限度額が設定されるため、
限度額を超える場合等は債権の支払保証をお断りすることがあります。

【元請建設企業からの債権回収が困難となった場合】

・ファクタリング会社の保証条件（保証料率・利用料率等）を確認
・保証の申込　　・保証契約の締結

利用可能なファクタリング会社を確認
（財）建設業振興基金のホームページ

（http://www.kensetsu-kikin.or.jp/saimu/josei_hozen.html）
において公表されています。

本制度利用の流れ

下請債権保全支援事業



チェックリスト

この制度を利用したい方はチェック！

■利用企業についてのチェック項目
チェック欄 チェック項目

次のいずれかに該当する
①元請建設業者から建設工事の全部又は一部を直接請け負っている下請建設業者
②元請建設業者に建設工事に関する資材を直接供給している資材業者

□

□
資本の額若しくは出資の総額が20億円以下、又は常時使用する従業員の数が
1,500人以下の中小・中堅企業である

■債権の債務者（手形の振出人）である元請建設業者についてのチェック項目
　 （一次下請と二次下請の関係では、当該一次下請が元請企業となります）

チェック欄 チェック項目

債権の保証を開始しようとする日が属する年度又はその前年度に公共工事※1

の受注実績がある
□

□

□

□

破産会社等に該当しない※2

手形交換所による取引停止処分を受けていない

財務内容の健全性が著しく損なわれている企業でない

■保証の対象となる債権（手形含む）についてのチェック項目
チェック欄 チェック項目

元請建設業者を債務者、下請建設業者等を債権者とするものであって、建設工事
に関する債権である（出来形部分等に対する支払に係る債権※3 を含む）

□

□

□

保証を受けることを予定している債権額の合計が100万円以上である※4
※ただし、ファクタリング会社ごとに保証限度額の下限額の設定が異なる場合があります

手形の支払サイトが120日以内である（譲渡債権が手形の場合）

※3　出来形部分等に対する支払に係る手形以外の債権の場合は、以下のいずれかの書類が必要となります。
　①元請建設業者が交付した支払額の通知書類、その他元請建設業者が支払うことを認めた額が
　　示された書類
　②下請建設業者等からの請求額が示された書類ただし、請求後、元請建設業者が支払通知をする等に
　　より支払額を認めるまでの間は、請求額の8割が保証の上限。

※4　ファクタリング会社ごとに保証限度額の下限額の設定が異なる場合があります。

※1　国、特殊法人等又は地方公共団体が発注する建設工事をいいます。
※2　具体的には、破産手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て、会社更生手続開始の申立て又は破
　　  産手続開始の申立て、特別清算開始の申立てがなされていない者であることが必要です。


